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和泉市イルミネーション事業業務委託仕様書 

 

１.業務名 

和泉市イルミネーション事業業務委託（以下「本業務」という。） 

 

２.業務の目的 

本事業は、和泉市内において、市への来訪の動機付けとなるようなイルミネーションを設置すること

で、市の認知度の向上を図り、地域の活性化に寄与することを目的とする。特に今年は、これまでの概

念にとらわれない革新的なイルミネーションを追求し、周辺商業施設への経済波及効果と、SNS 等を通

じた和泉市の魅力発信も目指す。 

 

３.契約期間 

契約締結日から令和９年２月２８日（日）まで 

 

４.イルミネーション点灯期間及び時間帯 

点灯期間　令和８年１１月６日（金）～令和９年１月２３日（土） 

点灯時間帯　午後５時から翌午前１時まで 

 

５．履行場所 

「２.業務の目的」を勘案し、以下の条件をすべて満たす場所を調査の上、和泉府中駅前における適し

た場所を提案すること。なお、点灯式については和泉府中駅前商店街（ロードインいずみ）入口前のミ

ニステージおよびミニステージ前【別紙1】で行うこと。 

・公共施設や駅等の公共性のある施設に限る。また、特定の民間施設の宣伝とならないこと。 

・夜間帯（１７時～25時）に100人/日以上の歩行者が通行する場所であること。 

・イルミネーションを設置する上で、安全面が確保され、車両や歩行者等の通行、地域住民の日常生

活、周辺施設の営業等を妨げることがない場所であること。 

・イルミネーションを設置する上で、所有者や管理者の承諾を得られる見込みのある場所であるこ

と。なお、場所使用料などの費用が発生する場合は委託料に含むものとする。 

・設営から撤去までの期間中に工事等が予定されていない場所であること。 

※本市が把握している工事等が予定されている場所については、以下を参考にすること 

和泉市「公共工事等の発注見通しについて」 

URL：https://www.city.osaka-

izumi.lg.jp/kakukano/soumubu/keiyaku/gyoumu/H23hacchuuyotei.html 

 

６.業務の内容 

以下の業務を委託する。(1)～(4)についての業務を行うにあたっては、電気工事法等の各種法令に

基づき、適切な技術者を配置すること。 
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(1) イルミネーションの企画業務 

①本市への来訪の動機付けとなるようなイルミネーションのデザインを設計すること。 

②スマートフォン（Instagram、TikTok 等）での動画・写真撮影および拡散を強く意識した空間設

計を行うこと。 

③府中駅前周辺の回遊性向上や周辺店舗への誘客につながる取組などを提案すること。なお、店舗

等との調整は受託者が行うものとする。 

④駅前全体のバランスを考慮しつつ、特定のエリア（メイン会場）に来場者の参加性や体験価値を高

める仕掛けや象徴的な光の演出を集中させ、エリア全体に薄く広げるのではなく、メリハリのあるイ

ンパクトの高い光の空間を構成すること。ただし、演出はメイン会場のみで完結するものではなく、

駅前主要動線や周辺エリアとの連続性を確保し、駅前全体として統一感のある空間を形成するこ

と。 

⑤和泉市制施行 70 周年を意識した内容を組み込むこと。 

⑥点灯式を行うミニステージからイルミネーションの全部または一部が見える設計にすること。 

　　⑦打ち合わせ等の資料については、会議録を含めて受託者が作成すること。また、受託者は、委託者 

から業務の進捗状況を把握するために資料等を要求された場合には、速やかに作成し、提出する

こと。 

【注意事項】 

※日中（消灯時）の景観が悪くならないように配慮すること。 

※通行人や車両等の動線、架空配線等の支障とならないよう設置すること。 

※設置するエリアの近隣建物等における掲示物や宣伝・広報・案内用の看板やディスプレイ等の

妨げにならないよう、横幅や高さ等に十分注意し、設置すること。 

※設置する際に、法的な許認可申請等が必要な場合は、受託者においてその手続きを行い、費用 

は委託料に含むものとする。 

(2)イルミネーション機材の設営及び撤去業務 

上記(1)において企画したイルミネーション機材の設営及び撤去作業を行うこと。撤去は令和９年

1 月末日までに行うこと。必要な電源の引き込み等にかかる工事費用は委託料に含める。 

設営施工及び撤去の際は、関係法令等に従い適切な処置を行うとともに、周辺店舗及びその利

用者や車両・通行人、交通機関及びその利用者に支障を与えないように行うこと。 

なお、必要に応じて、業務実施に伴う関係機関（和泉市都市デザイン部土木維持管理室、和泉警

察等）への協議・許可申請等を行うこととし、許可申請に伴う手数料等は受託者の負担とする。 

また、設置するイルミネーション機材が、建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３８条

に規定されている工作物に該当する場合は、建築基準法第８８条第１項において準用する同法第１

８条第２項の規定に基づく申請等を行うこと。なお、許可申請等の手続きの申請者名は和泉市長と

し、申請に必要な書類作成及び手続きは委託契約締結後、関係機関と協議のうえ、受託者が行うこ

と。 

(3)イルミネーション保守点検及び維持管理業務 

点灯期間中に定期的に見回り等の点検（最低 1 週間に 1 回以上）を行い、不点灯電球や漏電、断

線等の不具合を発見した場合は、速やかにその対応を行い、結果を委託者に報告すること。 
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また、荒天が予想される場合は、臨時点検（事前と事後の 2 回）を行い、装飾の危機管理及び安

全確保に努めること。 

上記以外のタイミングにおいても、不点灯電球や漏電、断線等の不具合が判明した場合は、速や

かにその対応を行い、結果を委託者に報告すること。 

なお、イルミネーション点灯に係る電気使用料は、委託料に含める。（令和７年度実績：62 日間点

灯し、電気使用料は約 2.7 万円） 

(4)点灯式の企画、設営、運営業務 

開催日：令和 8 年１1 月６日（金） 

詳細については、委託者と受託者が協議し、決定するものとする。 

① 設営及び撤去 

ミニステージ及び観覧席の設営及び撤去を行うこと。椅子などの必要な備品は受託者が用意する

ものとする。 

・音響及び照明関係一式についても提案に含めること。 

・雨天時の対策についても提案に含めること。 

・参考：令和７年度における主催者及び来賓の人数：２９名（２９名以上の椅子を準備すること） 

②点灯式の運営 

・シナリオは受託者が用意すること。なお、実施内容については、事前に委託者の承認を得ること。 

・司会者については受託者が用意する。司会者の招へいにかかる費用（謝礼、交通費等）は、１組

あたり５万円を上限とし、委託料に含むものとする。 

・運営に必要な電源が確保できない場合は、受託者において発電機及び燃料等を用意すること。 

・点灯式が盛り上がるような工夫及び演出を行うこと。 

・点灯式に要する費用は、提案額の１／１０以内にすること。 

・点灯式で市長が着用する衣装について、貸与品にあるイルミスーツを使用すること。なお、新品

ではないため、使用前は動作確認をすること。確認作業の中で不具合を発見した場合は、市に報

告すること。 

(5)広報・宣伝業務 

本事業の広報・宣伝を SNS やインフルエンサー等を使って積極的に行うこと。イルミネーション点

灯前の予告だけでなく、点灯期間中においても来訪者増加のための広報を行うこと。 

また、委託者が実施する広報・宣伝のための写真や画像素材、動画、デザインパース等を随時提出

すること。なお、広報・宣伝のために提出された素材等の著作権は、委託者に帰属するものとし、その

利用権については、受託者に対して期間を定めることなく無償で許諾するものとする。 

(６)アンケート調査業務 

イルミネーションによる来訪促進と商業振興効果の検証を目的として、アンケート調査を実施するこ

と。 

・調査期間：イルミネーション点灯期間中。具体的な調査時期は別途指示する。 

・調査方法：イルミネーションの設置場所及びその周辺 

なお、イルミネーション周辺に QR コード等を設置し、インターネットによるアンケー 

ト収集も可とする。 
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・作業内容：イルミネーションの来場者及び周辺の飲食店（イルミネーション点灯時間中に営業し

ている店舗）に聞き取りを行う。調査終了後、集計作業を行い、速やかに結果を委託

者にデータ及び書面にて提出すること。 

※アンケートの設問は受託者が作成する。 

※アンケートの回収目標は、以下のとおりである。 

来場者：点灯式当日は 50 人程度のアンケートを徴取し、点灯期間中全体で２００人以上のアン 

ケートを収集することとする。（紙媒体、インターネットは問わない） 

周辺の飲食店：２０軒以上（紙媒体、インターネットは問わない） 

 

７.業務実施計画書の提出 

（1）受託者は、契約締結後 14 日以内に業務実施計画書を提出し、委託者の承認を得ること。 

（2）業務実施計画書には、次の事項を記載するものとする。 

①業務内容 

②業務実施方針 

③業務詳細工程 

④業務実施体制及び施工体制 

⑤業務責任者及び担当責任者等の名称（協力者や下請等がいる場合は、その概要） 

⑥連絡体制(緊急時対応も含む) 

⑦その他委託者が必要と認める事項 

（3）受託者は、上記（2）に掲げる記載事項に追加及び変更が生じた場合は、速やかに委託者に対して、

文書で提出し、承認を得ること。 

 

８.貸与品 

(1)新品ではないため、正常な動作を保証するものではないことに留意すること。なお、借用にかかる

機材の状態の確認は受託者が行うこと。確認作業の中で不具合を発見した場合は、市に報告する

こと。 

(２)貸与したものは、滅失、汚損等がないよう慎重に扱い、これを第三者に譲渡してはならない。 

（３）不具合が発生した場合、代替品については受託者が調達すること。この場合の代替品は受託者に

帰属するものである。なお、修理対応した場合については、業務完了後に市に返却すること。 

(４)業務完了後又は委託者の指示により、速やかに委託者に返却すること。なお、返却の際は、次年度

以降使用する可能性があることを考慮し、清掃、整理、不具合の確認を行ったうえで、委託者が指

定した場所に返却すること。 

(５)本業務以外の目的で利用しないこと。 

 

９.納品 

業務完了後は速やかに以下の（１）（２）を紙媒体 1 部、電子媒体 1 部(ＤＶＤ-R 等)を作成し、委託者

に提出すること。 

納品場所：和泉市　環境産業部　産業振興室　商工来訪促進担当（和泉市役所３階 2 番窓口） 
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(1)実績報告書 

・「６.業務の内容」の各業務に対する実績報告 

・「７.業務実施計画書の提出（２）」に対する実績報告 

(2)記録写真 

設営前、設営作業中、設営作業後、撤去後、点灯式準備中、点灯式実施中、点灯式終了後 

 

１０.検収 

（１）受託者は、和泉市イルミネーション事業業務完了後速やかに業務完了報告を行うこと。 

（２）本市は上記（１）の完了報告から 10 日以内に成果物について検査を完了し、その結果を受託者

に通知する。 

（３）上記（２）の検査に合格しない時は、直ちに委託者の指定する方法にて追完して委託者の検査を

受けなければならない。この場合においては、追完の完了を業務委託の完了とみなす。 

 

１１.その他の留意点 

（1）目的外利用の禁止 

受託者は、委託者から提供を受けたデータを本契約の範囲を超えて利用してはならず、アクセス権

限のない情報等にアクセスしてはならない。また、成果品を市の承諾なく利用してはならない。本契

約期間終了後も同様とする。 

（2）秘密の保持 

受託者は、業務の内容、データの内容等、本業務上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。

契約期間終了後又は契約を解除した後も同様とする。 

（3）法令等の遵守 

受託者は関連法令を遵守すること。 

・和泉市情報セキュリティポリシー 

・個人情報保護関連法令 

・その他関連する法令 

（4）個人情報の保護 

本業務で個人情報を扱う場合は、個人情報の管理に最善の注意を払うものとする。 

・個人情報を改ざん、破損、滅失及び漏えいその他の事故から保護するため、必要な措置を講じる 

こと。 

・市から提供された個人情報がある場合は、その目的が達成された後、速やかに市に返却するもの 

とする。 

・個人情報の取扱いについては、契約約款に個人情報取扱特記事項を定める。 

（5）権利の帰属 

本業務の履行により設計・構築した成果品の著作権は、委託者に帰属するものとする。ただし、本

業務開始前に受託者が所有する著作権及び第三者により提供されるコンテンツ、プログラム等にか

かる著作権についてはこの限りでない。 

 本業務の履行に関し、第三者の肖像権・所有権・著作権（以下、「第三者の権利」という。）を侵さな
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いこと。また、第三者との間に第三者の権利に係る権利侵害の紛争等が生じた場合は、当該紛争の

原因が専ら本市の責めに帰す場合を除き、受託者の責任・負担において一切を処理すること。この

場合、本市は係る紛争等の事実を知ったときは、受託者に通知し、必要な範囲で訴訟上の防衛を責

任者に委ねる等の協力措置を講じることができるものとする。 

（6）契約不適合の場合 

検査に合格した時から１年以内に成果品に瑕疵が発見された場合は、受託者の費用により補修等

の措置を講じなければならない。この場合において、受託者は速やかに検証を実施し、その結果、設

計・受託者による諸作業に起因する瑕疵が判明した場合には、受託者の責任において改善するもの

とする。 

（7）損害賠償と契約解除 

本業務の実施にあたり、市又は第三者に損害を与えたときは、市の責めに帰すべき事由がある場

合を除き、受託者が損害を賠償する責任を負う。 

また、市は、受託者の責めに帰すべき事由により、市の信用を著しく失墜させた場合又は契約の目

的を達成することができないと認められる場合は、契約期間中であっても、本契約を解除することが

できる。 

（8）実施状況の調査等 

本市は、必要がある場合は、受託者に対して業務の実施状況について調査又は報告を求めること

ができる。  

（9）再委託の禁止 

受託者は、本業務の一部または全部を第三者に委託し、又は請け負わせることはできない。ただ

し、あらかじめ本市の承認を受けた場合を除く。 

（10）協議 

本仕様書に記載する内容について、変更する必要が生じた場合は、市にとって有益であると認め

られる場合に限り、市と受託者が十分な協議を行い、書面にて確定させるものとする。 

本仕様書に明示されていない事項又は疑義がある事項は、市と受託者が協議の上、決定するも

のとし、いずれかの一方的解釈によってはならない。


